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平成 1 6  年 3  月期  個別中間財務諸表の概要        平成 15 年 11 月 21 日 

上 場 会 社 名        三 洋 工 業 株 式 会 社                    上場取引所  東 

コ ー ド 番 号        ５９５８                                          本社所在都道府県  東 京 都 

（ＵＲＬ  http://www.sanyo-industries.co.jp） 

代  表  者 役職名 取締役社長     氏 名  山岸 文男 

問合せ先責任者 役職名 取締役財務部長   氏 名  松野 正文   ＴＥＬ ( 03 ) 3685－3451 
 

中間決算取締役会開催日 平成 15 年 11 月 21 日           中間配当制度の有無            有 

中間配当支払開始日   平成 15 年 12 月 12 日           単元株制度採用の有無            有(1 単元 1,000 株) 

 

１．15 年 9 月中間期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 9 月 30 日) 
（1）経営成績                     金額の表示は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

15 年 9 月中間期 11,115         2.3 △341          - △280          - 
14 年 9 月中間期 10,866         0.6 △380          - △318          - 
15 年 3 月期 24,703           - △333          - △250          - 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭 

15 年 9 月中間期 △310          - △8.94 

14 年 9 月中間期 △432           - △12.31  

 

15 年 3 月期 △475          - △13.54        
 (注)①期中平均株式数 15 年 9 月中間期    34,772,114 株 14 年 9 月中間期    35,125,908 株   
            15 年 3 月期      35,123,047 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（2）配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円  銭 円   銭 

15 年 9 月中間期 2.50 -  
14 年 9 月中間期 2.50 -  

15 年 3 月期 - 5.00  
 
（3）財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

15 年 9 月中間期 19,000 10,168 53.5 302.49   
14 年 9 月中間期 19,757 11,038 55.9 314.29 
15 年 3 月期 20,947 10,868 51.9 309.49 
 (注)①期末発行済株式数 15 年 9 月中間期   33,615,867 株  14 年 9 月中間期   35,123,014 株 
             15 年 3 月期     35,118,415 株 
   ②期末自己株式数  15 年 9 月中間期    1,584,133 株  14 年 9 月中間期       76,986 株 
             15 年 3 月期         81,585 株 

 
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通    期 25,000 140 100 2.50 5.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  2 円 97 銭 
 
  ※ なお、上記の予想に関する事項については、「中間決算短信（連結）」の「経営成績及び財政状態」 
の次期の見通し（7 ページ）をご参照下さい。 
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中　 間　 貸 　借 　対 　照 　表
（単位：百万円）

平成１５年９月３０日 平成１４年９月３０日 平成１５年３月３１日

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％

流　動　資　産 １３，６８２ 72.0 １４，４５７ 73.2 １５，８１６ 75.5

現 金 及 び 預 金 １，９４９ ２，３１４ １，９９２

受 取 手 形 ４，７９５ ４，８４８ ６，６４４

売 掛 金 ４，１２２ ４，０４７ ４，２５８

有 価 証 券 ９０１ ５００ ９０１

た な 卸 資 産 １，８２２ １，７０３ １，８２１

未 収 入 金 － ８８０ ２００

短 期 貸 付 金 ３４７ ３５６ ３６５

そ の 他 ７０ １１３ ３９

貸 倒 引 当 金 △３２７ △３０６ △４０８

固　定　資　産 ５，３１２ 28.0 ５，２９９ 26.8 ５，１２３ 24.5

有形固定資産 ３，８１１ ４，２２９ ４，１２６

建 物 １，２６１ １，４９３ １，４４２

機 械 装 置 ８５３ ８２０ ８５５

土 地 １，４１１ １，５８４ １，５５０

そ の 他 ２８５ ３３０ ２７７

無形固定資産 １０６ １２６ １１３

投資その他の資産 １，３９４ ９４４ ８８３

そ の 他 ２，１２１ １，６６１ １，５３３

貸 倒 引 当 金 △７２６ △７１７ △６４９

繰　延　資　産 ５ 0.0 － － ７ 0.0

１９，０００ 100.0 １９，７５７ 100.0 ２０，９４７ 100.0

（ 資 産 の 部 ）

資 産 合 計

科　　　　　　目

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度要約貸借対照表
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中　 間　 貸 　借 　対 　照 　表
（単位：百万円）

平成１５年９月３０日 平成１４年９月３０日 平成１５年３月３１日

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

流　動　負　債 ６，７１２ 35.3 ６，７９８ 34.4 ７，８８４ 37.6

支 払 手 形 ３，７６３ ３，４５４ ４，９８３

買 掛 金 １，５３１ １，５２５ １，４７６

短 期 借 入 金 ７５１ １，１２１ ７５１

未 払 金 ２４１ ２４７ ２４６

未 払 法 人 税 等 ２１ ２２ ４４

賞 与 引 当 金 １０６ １３８ １２９

そ の 他 ２９５ ２８８ ２５２

固　定　負　債 ２，１２０ 11.2 １，９２０ 9.7 ２，１９４ 10.5

社 債 ３００ － ３００

長 期 借 入 金 ７ ８ ７

退職給付引当金 １，６８４ １，７３２ １，７００

役員退職慰労引当金 １１２ １７９ １８６

繰 延 税 金 負 債 １５ － －

８，８３２ 46.5 ８，７１８ 44.1 １０，０７８ 48.1

資　　本　　金 １，７６０ 9.3 １，７６０ 8.9 １，７６０ 8.4

１，１０１ 5.8 １，１０１ 5.6 １，１０１ 5.3

１，１０１ １，１０１ １，１０１

７，７３２ 40.7 ８，２６２ 41.8 ８，１３１ 38.8

４４０ ４４０ ４４０

７，４００ ８，１００ ８，１００

１０７ ２７７ ４０８

２３ 0.1 △６２ △ 0.3 △１００ △ 0.5

△４５０ △ 2.4 △２２ △ 0.1 △２４ △ 0.1

１０，１６８ 53.5 １１，０３８ 55.9 １０，８６８ 51.9

１９，０００ 100.0 １９，７５７ 100.0 ２０，９４７ 100.0

科　　　　　　目

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度要約貸借対照表

（ 負 債 の 部 ）

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 )

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中間(当期)未処理損失

その他有価証券評価差額金

自　己　株　式

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計
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中　間　損　益　計　算　書
（単位：百万円）

当中間会計期間 前中間会計期間

自平成１５年４月　１日 自平成１４年４月　１日 自平成１４年４月　１日

自平成１５年９月３０日 自平成１４年９月３０日 自平成１５年３月３１日

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

％ ％ ％

１１，１１５ 100.0 １０，８６６ 100.0 ２４，７０３ 100.0

８，３５６ 75.2 ８，００７ 73.7 １８，３８６ 74.4

２，７５９ 24.8 ２，８５８ 26.3 ６，３１７ 25.6

３，１０１ 27.9 ３，２３９ 29.8 ６，６５１ 26.9

３４１ △ 3.1 ３８０ △ 3.5 ３３３ △ 1.3

９５ 0.9 ７８ 0.7 １３６ 0.5

３４ 0.3 １６ 0.1 ５４ 0.2

２８０ △ 2.5 ３１８ △ 2.9 ２５０ △ 1.0

１ 0.0 ４３ 0.4 ４５ 0.2

９ 0.1 １０ 0.1 １００ 0.4

２８８ △ 2.6 ２８４ △ 2.6 ３０５ △ 1.2

２１ 0.2 ２２ 0.2 ４４ 0.2

－ － １２５ 1.2 １２５ 0.5

３１０ △ 2.8 ４３２ △ 4.0 ４７５ △ 1.9

２０３ １５４ １５４

－ － ８７

１０７ ２７７ ４０８

科　　　　　　　　目

前事業年度要約損益計算書

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

税引前中間(当期)純損失

中 間 配 当 額

中間(当期)未処理損失

法人税･住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中間(当期 )純損失

前 期 繰 越 利 益
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

   子会社株式      ………移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの………移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

   商    品………最終仕入原価法 

   原 材 料       ………先入先出法による原価法 

   製品・仕掛品………見積原価（先入先出法） 

            なお、実際原価との差額は中間会計期間末に修正しております。 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産及び賃貸不動産 

     建    物…平成１０年３月３１日以前取得した建物…………………………定率法 

            平成１０年４月 １日以降取得した建物(建物附属設備を除く)定額法 

     そ  の  他…定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

  (2) 無形固定資産 

ソフトウェア………社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

そ の 他      ………定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

 

 ３．繰延資産の処理方法 

    社債発行費………３年間で毎期均等額を償却しております。 

 

 ４．引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

債権（売掛金等）の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当中間期の負担額

を計上しております。 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
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数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により発生の翌期から費用処理しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

 

 ５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 ６．その他中間財務諸表作成のための基本となる事項 

   消費税等の会計処理………税抜方式を採用しております。 

 
 
 

表示方法の変更 

  （中間貸借対照表） 

１ 当中間会計期間において賃貸不動産を購入したことに伴い重要性が増してきたことから、有形

固定資産の「土地」、「建物」、「その他」について、「賃貸不動産」として「投資その他の資産」

の「その他」に含めることとしました。当中間期末の「その他」に含まれる「賃貸不動産」は

360 百万円（建物 227 百万円、土地 133 百万円、その他 0 百万円）であり、前中間期末の有形

固定資産に含めておりました「賃貸不動産」は 225百万円（建物 139百万円、土地 85 百万円、

その他 0百万円）であります。 

 

２ 前中間会計期間において区分掲記しておりました「未収入金」は、金額的重要性が乏しくなっ

たため、当中間会計期間より流動資産の「その他」に含めて表示しております。 

  なお、当中間期末の「その他」に含まれている「未収入金」は31百万円であります。 
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注記事項 

 
 

 

（中間貸借対照表関係）

１． 有形固定資産の減価償却累計額 7,057 7,069 7,056

２． 賃貸不動産の減価償却累計額 119 － －

３． 担保資産

担保差入資産

　建　　　　　物 164 197 190

　土　　　　　地 454 638 638
　　　　計 619 836 829

上記の担保資産に対する債務

　短期借入金 700 1,120 750

　なお、社債300百万円は銀行保証付となっております。

４． 保証債務 － 209 110

５．

前事業年度末
　受取手形 195 百万円は未収入金として表示しております。また投資有価証券には盗難事故に
よる株券 33 百万円が含まれております。

当中間会計期間末
　受取手形26百万円は金額的重要性が乏しくなったため、流動資産の「その他」に含めて表示し
ております。また投資有価証券には盗難事故による株券 57 百万円が含まれております。

　受取手形 877 百万円は未収入金として表示しております。また投資有価証券には盗難事故に
よる株券 112 百万円が含まれております。

前中間会計期間末

平成１３年１０月３０日の盗難事故による受取手形、株券の表示

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

(百万円) (百万円)(百万円)

（中間損益計算書関係）

１． 営業外収益の内重要なもの

受取利息 10 受取利息 10 受取利息 20

受取賃貸料 39 受取賃貸料 33 受取賃貸料 65

２． 営業外費用の内重要なもの

支払利息 5 支払利息 8 支払利息 15

賃貸不動産関係費 17 － －

３． 特別利益の内重要なもの

－ 土地売却益 43 土地売却益 43

４． 特別損失の内重要なもの

－ － 投資有価証券評価損 57

５． 減価償却実施額

有形固定資産 152 有形固定資産 162 有形固定資産 341

無形固定資産 6 無形固定資産 10 無形固定資産 21

賃貸不動産 5 － －

前事業年度

(百万円)(百万円) (百万円)

当中間会計期間 前中間会計期間
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(百万円) (百万円) (百万円)

　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
　　 相当額及び中間期末(期末)残高相当額

有形固定資産
(その他)

無形固定
資産 合計

取 得 価 額 相 当 額 71 4 75

減 価償却 累計 額相当 額 53 0 53

中間期末(期末)残高相当額 18 3 21

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)
残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

　(2)未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

１ 年 内

１ 年 超

合 計

　なお、未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形
固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、｢支払利子込み法｣により算定しており
ます。

　(3)支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

　(4)減価償却費相当額の算定方法
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（有価証券関係）

当中間会計期間末

子会社株式で時価のあるものは、ありません。

前中間会計期間末

子会社株式で時価のあるものは、ありません。

前事業年度末

子会社株式で時価のあるものは、ありません。

8 15

8

8

8

21

8 15

12 8

26 21

当中間会計期間

21

52

14 13

45

26

12

前中間会計期間 前事業年度

7471

有形固定資産
(その他)

有形固定資産
(その他)


